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新たな協同の創造 (ＪＡ間連携・地域内の連携強化)
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国産農畜産物の消費･食料自給率拡大
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食と農を機軸とした地域活性化
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第２５回JA全国大会決議における食農教育・都市農村交流 
（2）「食と農」を機軸とした地域活性化 
 
①地域が一体となった「JA食農教育」の推進 
ア．農業の持つ教育力を活かした農業体験学習の展開 
  JAは、学校・市町村をはじめ地域の食農教育ネットワークを構築し、農業体験学習プログラムを
企画して、食農教育活動を展開します。特に、学習指導要領の改訂により平成24年度までに中学校の
技術家庭科において、生物の育成が必修化されることから、職業としての農業の魅力を伝えることも
視野に入れ、将来の農業者育成、支援者づくりをすすめます。 

イ．｢JAこども交流プロジェクト」の展開 
 平成25年度からの本格実施を目標に、全国の小学校の児童が長期宿泊体験活動として農］」漁村で
の自然体験や農林漁業体験を行う「子ども農山漁村交流プロジェクト」（総務省・文部科学省・農林
水産省の3省連携事業）が平成20年度より始まっています。 
 JAは、この趣旨をふまえ、地域外の子どもたちを含めた「JA食農教育の一環」として、市町村、商
工会議所、NPO等と連携して、主体的に受入地域協議会の設立・運営に参画し、「農業・農村」「自然」
にふれあう活動「JA子ども交流プロジェクト」に取り組みます。 
 

②市民農園・体験農園を通じた地域振興の展開 
  JAは、組合員の農地等において、市民農園の運営支援を行うとともに、新たな農業経営として組合
員の開園する体験農園の取組みを支援します。さらに、JA自らも、市民農園の運営を行います。 
  また、地域外を含めた市民・体験農園利用者に対して、栽培相談や交流活動、市民農園を円滑に運
営していく観点からの自家消費量を超えるものの直売所への出荷を通じて、JA利用や組合員化をすすめ
ます。また、UJIターン希望者等に対して、市民農園の利用を通じた新規就農を支援します。 
 
③都市農村交流による地域の活性化 
ア 都市農村交流促進のための役割の明確化 
  都市農村交流に関する取組みを促進するため、農村部JAと都市部JAの役割をそれぞれ明確にすると
ともに、JAグループ関係機関は「JA都市農村交流全国協議会（仮称）」を設置し、ノウハウの提供や支
援を行います。 
 
イ 都市住民や民間企業活動、行政との連携強 
JAグループは、「食の安全・安心」「農業体験」および「田舎暮らし」等に関心のある都市住民、民間
企業に対して積極的に情報提供を行うとともに、企業のCSR活動や行政等と連携をはかります。 



平成22年4月1日付農水省
子ども農山漁村交流プロジェクト対策交付金要綱より

４．農業体験活動周年化モデル構築事業等
（１）農業体験活動周年化モデル構築事業

子どもプロジェクトなどの子どもを対象とした農山漁村での長期宿泊体験活動と都市部での
農業体験活動を合わせて実施する農業体験活動周年化モデル（以下「周年化モデル」とい
う。）の構築及びその全国的な普及に向けた取組を推進する。

また、周年化モデルの構築に向けてＩＴを活用して農産物等の生育状況等を確認するサービ
スや子どもの農業体験活動に対する指導者の育成を行う。

（２）新グリーン・ツーリズム等支援事業

小学校だけでなく、中学校、高校、大学等を対象とした長期宿泊体験活動の受入体制の整備、
空き家や廃校等を活用した長期自然体験活動（例えば山村留学や地域留学等）など、子ども
プロジェクトの受入実績を核とした新たなグリーン・ツーリズムを展開する。

三省連携｢子ども農山漁村交流プロジェクト｣の追加項目

「子ども農山漁村交流プロジェクト」とは、農山漁村での宿泊体験活動の実施は、学ぶ意欲や自立心、思
いやりの心、規範意識を育み、力強い子どもの成長を支える教育活動として高い効果があることから、こ
のような長期の宿泊体験活動が全国の公立小学校で展開されるよう、平成20年度から総務省、文部科

学省及び農林水産省の３省が連携して、小学校の１学年規模による農山漁村での長期の宿泊体験活動
を推進するプロジェクト
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ＪＡ都市農村交流担当部署の役割(例)
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都市農業の保全・理解促進

第25回ＪＡ大会決議より
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ＪＡ利用者の拡大・准組合員の加入促進

第25回ＪＡ大会決議より
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農業体験参加者

ｸﾞﾘｰﾝﾂｰﾘｽﾞﾑ参加者

貯金・共済利用者



｢ＪＡくらしの活動｣の推進体制
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ＪＡ都市農村交流（イメージ）
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ＪＡ観光・旅行事業の拡大の可能性

• 農協観光グリーン・ツーリズム事業の取扱人員の推移(単位:名)
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＊平成19年度は単年度事業による伸張であり、18年度と20年度の比較では堅調
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